


筑波における CLIL
CLIL in the Tsukuba context

CEGLOC センター長　磐　崎　弘　貞

2016 年 12 月に、本センターとの共催で外国語教育メディア学会（LET）関東支部研

究大会が開催された。そのテーマは「CLIL の現在と今後：日本における CLIL の実践を

考える」であり、本学の語学教育を考える上でもタイムリーなトピックであった。

CLIL とは Content and Language Integrated Learning の略称であり、文字通りには

「内容と言語の統合学習」であるが、より具体的には「教科学習と外国語学習を統合した

アプローチ」を指す。英語ならば、「英語を教える」のではなく「英語で教科を教える」

ということになる。

そうすると、カナダのイマージョン教育やアメリカ合衆国での内容重視指導法

（Content-Based Instruction, CBI）などとも重なる点が多いことがわかる。ただし、

CLIL はヨーロッパ、具体的には EU において、2 外国語教育を進める上で提唱され定着

してきた経緯がある。

本学あるいは CEGLOC において、CLIL と CBT の違いを議論すること自体はあまり

意味がない。なぜならば、本学においては学長による campus in campus 構想や、グロー

バル人材育成、外部熟達度テストで明確に測定できるスキルの向上などの旗印の下、各

学類・専門学群でも、英語による授業の大幅な増加が求められており、その具体的な整

備が急務だからである。そうした状況を強力に支えるのが CEGLOC の職務であり、そ

のためには CLIL や CBT などの比較よりも、そうしたアプローチに欠かせない協同学習、

ディベート的発想、クリティカルリーディング、インプットとアウトプットの統合、オー

ディエンスの理解を促すプレゼンテーションスキル、コミュニケーションに欠かせない

ICT の利用、といったスキルやストラテジーの開発と実践、そしてその成果のフィード

バックが重要となる。これは、学習者のみならず、教員スタッフへのフィードバックと

いう意味合いも大きい。

島国であり、国境を他国と直接は共有しない日本において、コミュニケーション活動

そのものについても、実践面では数々の障害があり、それを超えるノウハウが必要であ

る。たとえば、日本において英語を活用する相手は、英語圏の人間よりは、むしろアジ

アなど非英語圏の人間であり、そこでは、高度な英語力を駆使するだけではなく、むしろ、

いかに相手に平易にわかりやすく伝えるかといったパラフレーズ／リフレーズ能力が重

要となってくる。こうした点は、たとえ日本であっても、授業に留学生が 1 名いるだけ



でもその違いを体感できるし、英語圏のみならず、非英語圏での留学／研修経験も大き

な契機となる。

こうした点を、各種 FD 活動、カリキュラム改革、プロジェクト、出版物、海外研修

を通して発信していくのが、CEGLOC の大きな役目である。今後も教職員スタッフ一丸

となって、本学の語学教育に具体的・実践的に貢献をしていきたい。



ま　え　が　き

グローバルコミュニケーション教育センター（CEGLOC）の日本語教育部門にとって、平

成 28 年度も昨年と同様、慌ただしく過ぎた一年であった。

大きな変化の一つは、従来日本語・日本事情科目と呼ばれていた学類留学生を対象とす

る単位振替用の科目が、日本語科目は外国語科目として、日本事情科目は総合科目として、

大学の正規の教養教育の一部に位置付けられたことである。日本人の学類生に外国語教育

を課しているのと同様に、学類留学生にも一定の日本語教育を課すという大学の方針が示さ

れたと言えよう。

次に、本学が文部科学省スーパーグローバル大学創成事業に採択されたことを契機に計

画された Japan-Expert ( 学士 ) 学位プログラム（以下、JE プログラム。詳細はホームペー

ジ URL:jp-ex.tsukuba.ac.jp を参照のこと）が今年度秋に開始したことが挙げられる。こ

の JE プログラムでは、最初の秋学期に15 単位分の日本語教育を集中的に行い、次の学期

から日本人学生と一緒に学類の授業についていけるような高度な日本語能力を養成するとと

もに、日本の文化・社会に対する理解を深めることを目指すところにその特徴があり、日本

語・日本文化学類及び CEGLOC 日本語教育部門に配置された日本語コーディネータ１名が

その教育を担当することになった。初年度のため学生数が少なく、本格的に軌道にのるの

はこれからであろうが、本学のユニークな取り組みとして注目されよう。

このような変化により、筑波大学の学類レベルの日本語科目としては、①英語による学

位プログラム生を対象とする G30日本語、② JE プログラム生を対象とする JE プログラム

日本語、③通常の学類生を対象とする外国語科目としての日本語、そして④協定校から来日

する学類の短期留学生（特別聴講学生）を対象とする総合日本語という４種類が共存する

こととなった。

これらの他に、CEGLOC 日本語教育部門では、本学の研究生や大学院生、大学院の特

別聴講学生等を対象とした、８レベルからなる補講日本語科目を開設しており、また大使館

推薦の国費留学生を対象に予備教育として行う集中日本語コース、韓国政府との協定により

開始された日韓理工系学部留学生事業の予備教育として行う日本語コースなど、多種多様

なニーズに応えるための様々な日本語教育を実践するとともに、その裏付けとなる研究を続

けることにより教育の質の向上に努めてきた。

しかしながら、大学全体の予算削減、人員削減の波は、グローバル化のために強化すべ

き重要課題の一つである言語教育を担う本センターにも及んでいる。今後、これらの多種多

様な日本語科目、日本語教育コースをどのように整理・統合して効率化を図り、強化してい

くかという難問に、専任・非常勤の日本語教員が一致団結して取り組んでいかなければなる

まい。センター長、各部門長および CEGLOC 事務職員の皆さんの平素のご支援・ご協力

に感謝しつつ、今後もなお一層のご尽力をお願いしたい。

2017年 3月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グローバルコミュニケーション教育センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本語教育部門長　　加納　千恵子
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あ  と  が  き

旧留学生センターがグローバルコミュニケーション教育センターに組織改編され２年

目を迎えた。まだ留学生センター時代の名残はあるものの、外国語教育のエキスパート

として学内での認知も徐々に定着しつつあると感じる。

本号は従来の『筑波大学グローバルコミュニケーション教育センター日本語教育論集』

として２号目になるが、旧留学生センターで発行してきた『日本語教育論集』からする

と第 32 号の発行となる。本論集の歴史を感じるとともに新しい時代の幕開けでもあると

感じる。

そこで、本号から表紙のイメージを変え、装いを新たにした。同センターで発行して

いる『外国語教育論集』と同じデザインにして、色違いの表紙に変えた。『日本語教育論集』

が発行されてから、第 32 号で初めての大変身である。

本号のもう一つ大きな変革は、研究論文の査読体制を二人体制に整えたことである。

研究論文の査読体制の整備は課題の一つであったが、本号から２名のブラインド査読体

制を整え、研究論文の質の保証に努めた。近年、紀要の研究論文の査読体制の整備が求

められており、本論集はいち早く社会の要望に応えたものである。次年度からは実践報

告に対しても２名の査読体制を整備していく予定である。

『日本語教育論集』の歴史の中で大変革を遂げた第 32 号の発行は新たな時代を予感さ

せるものになると確信している。今後も日本語教育学の発展に貢献できる論集として愛

され続けることを切に願う。

 2017 年 1 月

グローバルコミュニケーション教育センター日本語部門

日本語教育論集編集委員長　　

許　明子　　



「日本語教育論集」の編集発行について

（昭和 63.9.29 改訂）

（平成 2.2.20 改訂）

（平成 18.1.24 改訂）

（平成 26.1.27 改訂）

（平成 28.1.31 改訂）

1.	 目的

	 日本語教育およびその関連領域に関する教育研究上の成果を編集発行する。

2.	 編集委員会等

	 「日本語教育論集」の編集発行に関する事項を審議するための編集委員会を置き、編

集委員会は編集委員で組織する。

3.	 編集委員

	 グローバルコミュニケーション教育センター日本語教育部門の教員によって構成する。

4.	 編集委員の任期

	 編集委員の任期は、１年とするが、再任を妨げない。

5.	 投稿資格

	 原則として、本学の専任・非常勤教員とする。

	 共著の場合は、上記の教員が１名含まれていればよい。

	 また、共同研究者、研究協力者など、編集委員会が適当と認める者。

6.	 投稿論文の分野

	 日本語教育およびその関連領域に関するもの。

7.	 投稿論文の採否

	 編集委員あるいは編集委員の委嘱する専門家２名より査読を行う。その結果により、

編集委員会が採否を決定する。

8.	 使用言語および書式

	 使用言語は日本語または英語とするが、編集委員会で認める限りどの言語でもよい。

原稿は編集委員会の定める書式に従い、長さは原則として 20 ページを越えないもの

とする。

9.	 発行回数

	 原則として、年１回とする。

	 毎年、９月初旬に投稿申し込み、10 月初旬に投稿締切、査読を経て 12 月初旬に最

終原稿締切、翌年２月末に発行予定とする。

10.	その他

	 本論集は、筑波大学電子図書館に登録されている。
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